
 

所得票の調査項目の追加・変更（見直し案） 

 

平成30年11月19日 

世帯統計室 

 

＜追加・変更理由＞ 

  総務省が実施する「全国消費実態調査」では、OECD基準改定による所得定義の新基準及びOECD

の等価可処分所得の算出基準見直しに対応するため、2019 年調査から調査項目の変更を予定し

ており、統計委員会人口・社会統計部会で審議されている。 

  部会での審議を踏まえ、当省が実施する「国民生活基礎調査【所得票】」においても同様に対

応するため、追加の変更を行うこととしたい。 

  

【OECD所得定義の改定による追加変更】 

１ 「企業年金・個人年金等」による所得について、「企業年金」と「個人年金等」に分けて把握 

２ 「企業年金・個人年金等」の掛金の支出について、「企業年金」と「個人年金等」に分けて把握 

３ １年間の仕送りをした額の把握 

 

（参考）OECDの所得定義の変更点 

 
改正後 現行 

所

得

項

目 

所得 ・財産所得（個人年金） ・財産所得 

（個人年金・企業年金等を含む） 

経常移転収入 ・企業年金等給付 
 

支

出

項

目 

経常移転支出 ・企業年金等支出 

・仕送りの支出金 

  － 

  － 

相対的貧困率の算出に  総所得 －（税・社会保険料＋企業年金の掛金支出＋仕送りの支出金）  

用いる可処分所得   

 

 

【OECDの等価可処分所得の算出基準見直しによる追加変更】 

１ 「固定資産税」を「固定資産税・都市計画税」として把握 

２ 「自動車税、軽自動車税、自動車重量税」を把握 

（参考）OECDの等価可処分所得 算出基準の変更点 

新算出基準 旧算出基準 

所得及び資産に対し課される直接税を控除 

 

※全国消費実態調査においては、固定資産税、

都市計画税、自動車税、軽自動車税、自動車

重量税を含めると整理 

世帯により直接支払われる税を控除 

→ 資産保有税の扱いが不明確 

＝ 

資料３ 



 

○ 新旧対照表（案） 

 

 


